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１．はじめに

住宅における省エネルギー方策として，住宅の性能向上，

エネルギー消費機器の効率向上や省エネ制御等，ハードウ

ェアによる省エネルギー手法が考えられる一方で，住民の

省エネ意識や省コスト意識による，いわば住宅におけるソ

フトウェアによる省エネルギーも注目を集めている．

世帯員の行動による省エネルギーポテンシャルに関する

研究としては，アンケート調査により省エネ行動と省エネ

ルギー効果の関係について評価した研究1）や，ライフスタ

イルの変更による省エネルギー効果についてシミュレーシ

ョンを行った研究2）等がある．しかしながらこれらの研究

では，省エネ行動がいかに誘発できるか，及びそれにより

エネルギー消費量がどのように変化するかについて実測に

基づいた検証が為されていない．

一方，省エネルギー行動を誘発する方策としては，国や

企業がテレビ等のメディアや講演会により消費者の省エネ

ルギー行動を促すという手法が広く用いられている．しか

しながら多種多様な世帯，ライフスタイルがあり，その効

果を定量的に評価した例は見られない．それに対し，より

適当な省エネルギーを対象世帯に提案するため，世帯員に

対し直接エネルギー消費に関する情報を与えることが考え

られている．例えば国内では文献3～5）のような研究が行わ

れており，また海外においても文献6～9）等の研究が見られ

る．これらの研究では，世帯全体の消費電力の表示や，厨

房需要に特化した表示，また表示手法の差による効果の比

較等，被験者に提供する情報の種類等にそれぞれ特徴があ

り，またその省エネルギー効果についても様々な結果が得

られている．しかしながら，当該世帯のエネルギー消費情

報を直接提供したことによる需要家の行動の変化や，エネ

ルギーの消費パターンの変化について論じた研究は見られ

ない．

著者らの研究グループは，京阪奈地域における一戸建て

住宅のエネルギー需要計測調査10）の一環として，オンライ

ンのエネルギー消費情報提供システム（ECOISⅠ）の開発

及び需要家への設置実験を行った．その結果，８世帯平均

で９％の電力消費量の削減が見られ，電力消費情報を世帯

員に示すことによるエネルギー削減の有効性が確かめられ

た11）．しかしながら，ECOISⅠの設置実験においては世帯

のエネルギー消費のうち電力のみを対象としており，全て

のエネルギー種に対する省エネルギー効果の評価は行われ

ていない．

住宅用エネルギー消費情報提供システムによる省エネルギー
─ 世帯全体のエネルギー消費に対する効果 ─

Effectiveness of Energy Consumption Information System for Residential Houses
─ Effectiveness for Energy Consumption of Whole House ─
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Abstract
The authors have proposed a method to reduce the energy consumption in residential houses by providing

household members with the information on energy consumption in their own houses. An on-line interactive
"energy consumption information system" that displays power consumption of at most 18 different appliances,
power consumption of whole house, city gas consumption of whole house, and room temperature, for the purpose
of motivating energy saving activities was constructed and was installed in 10 residential houses. As a result,
consciousness on energy saving was raised and the energy demands were reduced by energy-saving activities of
the household members. In this paper, at first the system is described in detail and the amount of reduction of
energy consumption of the whole house is described. In addition, heating demand, which was large in the amount
of reduction, is described, and the energy-saving activities in a certain household are shown using the load
duration curves, etc.
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そこで著者らは，全てのエネルギー種についてその消費情

報を提供するシステム（Energy COnsumption Information

SystemⅡ：以下ではECOISⅡと呼ぶ）の開発及び需要家

への設置実験を行った．本論文ではまずECOISⅡのシステ

ム概要について述べ，次にシステム設置により世帯全体の

エネルギー消費量がどのように変化したかについて述べ

る．更に，計測により得られた機器の消費情報を用い，需

要家の行動による省エネルギー効果について分析した結果

を述べる．但し，需要家の行動の変化が，省エネ意識によ

るものか，省コスト意識によるものかを判別するのは困難

であるため，本論文では「省コスト意識」，「省コスト行動」

を含め，「省エネ意識」，「省エネ行動」と称する．

２．ECOISⅡの構築と設置実験

2.1 システムの構成

ECOISⅡの構成は基本的に文献11）と同様であるが図１

に示すように都市ガス消費量及び温度のデータも収集でき

るようになっている．システムは計測部と配信部からなる．

まず計測部では，各世帯に計測器を設置し，それらが１）

世帯全体の電力消費量，２）世帯全体の都市ガス消費量，

３）主要な電気機器（最大18台まで）の電力消費量，及び

４）居間の室温を計測する．１－３）については30分間の

積算値，４）については30分ごとの瞬時値を計測する．こ

れらのデータは分電盤近傍に設置された計測部本体に収集

された後，夜間にPHSネットワークを介して大阪大学内に

設置されたサーバーに収集される．但し，電力，都市ガス

はパルス値で計測され，消費量に換算される．電力及び温

度計測データは各計測器から屋内の配電線を通して，都市

ガス計測データはガスメータより専用線を通して，それぞ

れ計測部本体内のメモリに記録される．次に配信部では，

大阪大学内に設置されたサーバーから各世帯に設置された

ノートパソコン（以下では需要家端末と呼ぶ）へ毎朝デー

タの配信を行うと共に需要家端末から操作情報のログとア

ンケート回答を配信用サーバーに収集する．需要家端末は

居間など世帯員の目につきやすい場所に設置し，24時間稼

働させる．

また灯油消費量の計測は行っていないが，各世帯に依頼

した灯油購入量の記録と灯油使用機器の電力消費量計測値

を用いて，灯油消費量の電力消費量に対する原単位を推定

することができる．需要家端末上での表示には，設置前ま

での情報を基にこの原単位を決定し，推定値を表示するこ

ととした．

2.2 需要家端末における表示画面

需要家端末におけるエネルギー消費情報表示画面を図２

に示す．画面の基本構成はECOISⅠの表示画面を踏襲して

いるが，都市ガス，世帯全体のエネルギー等のボタンが追

加されており，表示するグラフや情報の種類を表１に示す

ように増加させた．表１で太線囲部はECOISⅠで表示可能

なグラフである．ECOISⅡでは，「世帯全体の都市ガス」，図１ エネルギー消費情報提供システム（ECOISⅡ）の構成

図２ ECOISⅡ表示部（表示例：都市ガス消費の日負荷曲線）
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「世帯全体の灯油」，「世帯全体のエネルギー」の各料金及

び「居間の室温」の表示が追加され，またそれぞれの項目

について「他の世帯との比較」を行うことが可能となって

いる．「他の世帯との比較」では，同期間に計測中の他の

世帯の計測データを用いて，表示項目と同じ機器種やエネ

ルギーについて，消費量が比較的少ない世帯数軒の平均値

を示している．計測値であるエネルギー消費量は各エネル

ギー料金に換算して表示した．また，グラフの下のメッセ

ージウィンドウには場合に応じて省エネに関するアドバイ

スが表示され，それに対するアンケートが実施できるよう

工夫した．アドバイスは機器の電力消費量の多寡や使用頻

度の増減，待機時消費電力の有無といった実測データに基

づき，自動的に生成している．

2.3 設置世帯と設置期間

ECOISⅠの設置実験は関西文化学術研究都市内の住宅で

行ったが，ECOISⅡの実験は大阪府和泉市の一戸建て住宅

21軒を対象に実施した．まずエネルギー消費量の計測を

2002年12月上～中旬より開始し，2003年２月にさらに１軒

追加した．合計21軒のうち10軒に2003年２月２日～８日に

需要家端末を設置した．需要家端末を設置した住宅（以下

では設置世帯と呼ぶ）は夫婦と子供１～３人（１軒のみ母

親と同居），延床面積95～205m2の一戸建て住宅，需要家

端末を設置しなかった住宅（以下では非設置世帯と呼ぶ）

は夫婦と子供１～３人，延床面積107～220m2の一戸建て

住宅である．なお，需要家端末は同年11月13日～16日に撤

去するまで継続して実験を行った．

３．ECOISⅡ設置による省エネルギー効果

3.1 需要家端末の操作状況

図３は，需要家端末に対する１日あたりの操作回数とア

ンケートの回答数の日ごと推移である．ここで操作回数と

は画面に表示されたボタンの押下回数を指す．需要家端末

を設置していた280日間について，10世帯の平均値を示し

ている．操作回数は設置直後が多く，急激に減少するが，

日数が経ってもゼロにはならず操作が行われていることが

わかる．アンケートの回答数についても10世帯平均では設

置直後から単調に減少し，途中からはやや増加している．

これは数軒の世帯において，一旦少なくなっていた需要家

端末への操作が，再開されたことによる．図４は各世帯の

30日ごとの操作回数である．多く操作を行っている世帯に

ついては設置から日数が経っても操作回数の減少が小さい

のに対し，少ない世帯では設置日から日数が経つと急激に

操作回数が減少していることがわかる．また表２は各表示

項目に対する選択ボタンの操作回数（10世帯平均）である．

実験期間を通しての合計を示している．但し，「各機器」

については機器一つあたりの操作回数である．右部のボタ

ンでは［各機器］，［家全体の電気料金］，［家全体のガス料

金］等が多かったが，操作ログより，右部ボタンを上から

順に押していく場合が多かったことがわかっている．下部

のボタンの操作回数では，どの右部ボタンに対しても［１

日］，［10日］，［他の世帯との比較］，［以前との比較］の順

に操作回数が多かった．また需要家に対する聞き取り調査

では特に，［他の世帯との比較］のグラフを見ることによ

り競争意識が生まれ，省エネを行うのが面白かったとの意

見が多く見られた．

表１ 表示グラフの種類

図３ 端末操作状況の日ごと推移（10世帯平均値）

図４ 各世帯の操作回数

全実験期間合計値，10世帯平均

表２ 各選択ボタンの操作回数
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3.2 システム設置前後のエネルギー消費量の変化

世帯全体のエネルギー消費量は外気温や世帯員数の変化

など省エネ行動とは関係のない要因によって影響を受ける

ため，それらが変動する場合にECOISⅡによる省エネ効果

を定量的に推定することは難しい．そこで，できるかぎり

平均外気温が同じとなる時期を選んでECOISⅡを設置し，設

置前後の一定期間に対するエネルギー消費状況をECOISⅡ

設置世帯と非設置世帯とで比較することにより省エネ効果

を評価することとした．設置前の期間（期間Ⅰ）としては

設置日直前までの平日28日間，設置後の期間（期間Ⅱ）と

しては設置日直後からの平日28日間とした．ここで平日と

は，土曜日，日曜日，祝日，年末年始を除いた期間を指す．

設置前後の消費量をできるだけ公平に評価するため，消費

量が大きくなると考えられる年末年始は除いた．また評価

期間において出張等の在宅者数の変化，使用する部屋の変

更等がなかったことを，聞き取り調査により確認している．

図５，６にそれぞれ設置世帯10世帯，非設置世帯９世帯

の期間Ⅰ，Ⅱにおける世帯全体の１日あたり電力消費量，

都市ガス消費量の平均値を示す．但し，非設置世帯は２月

開始の１軒及びデータ欠損のあった１軒を除いている．設

置世帯においては同程度の気温に対しても消費量が減少し

ているのに対し，非設置世帯では同程度の気温に対しては

消費量があまり変化していないことがわかる．期間Ⅰの平

均外気温は5.1℃，期間Ⅱの平均外気温は6.0℃であった．

図７は設置世帯10世帯における期間Ⅰ，Ⅱの１日あたり

２次エネルギー消費量を示している．10世帯平均では5150Wh/

日（17.8％）の電力消費量の減少，4875Wh/日（8.8％）の

都市ガス消費量の減少であった．また図８は期間Ⅰ，Ⅱに

おけるECOISⅡ非設置世帯９世帯の１日あたり２次エネル

ギー消費量である．９世帯平均では891Wh/日（4.7％）の

電力消費量の減少，179Wh/日（0.4％）の都市ガス消費量

の増加であった．世帯№１～３，11は電力のみで暖房を行

っている世帯，№４～６，12はガス床暖房使用世帯，№７

～10，13～19は床暖房以外の都市ガス消費機器（ガスファ

ンヒータ）と電力で暖房を行う世帯である．世帯によりば

らつきはあるものの，設置世帯と非設置世帯におけるエネ

ルギー削減量の差は大きく，システムの設置効果があった

と考えられる．但し，期間Ⅱは期間Ⅰよりも平均外気温が

0.9℃上昇しており，一般に冬期には気温の低下に伴い世

帯全体の電力，都市ガス消費量ともに増加する傾向にある

ことから，気温の上昇によるエネルギー消費量の減少分も

含まれている．

2.3節で述べたように，世帯構成，延床面積等の世帯属

性について，設置世帯と非設置世帯の間に大きな差は見ら

れないが，図５，６に示したように，両者間の電力，都市

ガス消費量には大きな差があった．これは所有機器数の差

や図７，８に示した暖房システムの差などの，世帯属性の

差によるものと考えられるが，設置世帯の選択時にこれら

の差の調整を行うのは困難であった．

表３にECOISⅡ設置世帯10軒における，期間Ⅰ，Ⅱの各

電気機器及びエネルギー種の１日あたり消費量を示す．但

し，同一機器種において複数の機器がある場合にはその合

計を示している．気温依存性のため，期間Ⅰ，Ⅱのエネル

ギー消費量を単純に比較することはできないが，多くの機

器で電力消費量の削減が見られ，都市ガス消費量も減少し

ていた．なお，今回の設置実験においては灯油使用世帯が

存在せず，灯油消費量の計測及び表示は行っていない．

図９に各設置世帯の需要家端末の操作回数と世帯全体の

図５ 外気温とエネルギー消費量の関係（設置世帯平均）

（a）世帯全体電力 （b）世帯全体都市ガス

図６ 外気温とエネルギー消費量の関係（非設置世帯平均）

（a）世帯全体電力 （b）世帯全体都市ガス

図８ 非設置世帯のエネルギー消費量の変化（２次エネルギー）

図７ 設置世帯のエネルギー消費量の変化（２次エネルギー）
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１日あたりエネルギー消費量の設置前後比（期間Ⅱ/期間Ⅰ）

の関係を示す．最も操作回数の多かった世帯を除いては，

操作回数とエネルギー消費量の削減率に関係があるように

見えるが，サンプル数が少ないため明確にはわからない．

3.3 暖房分に対する省エネルギー効果

表３よりわかるように世帯全体の電力消費量に対する暖

房分の割合が非常に大きかった．また電力暖房分の削減率

は約30％であり，これは「その他の機器」に次いで大きか

った．そこで本節では暖房用エネルギー消費量の変化につ

いて着目する．都市ガスについては前述のように世帯全体

の消費量を計測しており，厨房，給湯，暖房といった用途

ごとの消費量が直接計測できていないため，ガスファンヒ

ータの電力消費量と世帯全体の都市ガス消費量を用いて，

ガスファンヒータによる都市ガス消費量の推定を行った．

式（1）により，各時刻において需要家が厨房を使用する確

率（厨房稼動確率）を定義した．

Pr, h＝D2r, h / D1r, h ………………………………………（1）

但し，Pr, h：世帯rの時刻hにおける厨房稼動確率，D1r, h：

給湯器を使用していない日数，D2r, h：給湯器を使用せず，

かつ都市ガス需要のある日数，r：世帯番号，h：時刻である．

冬期にはガスファンヒータが使用されることから，厨房

稼動確率は夏期，中間期のデータを用いて月ごとに導出し

た．その結果，世帯による差異はあるものの，同一世帯内

では異なる月においても時間ごとの厨房稼動確率は類似し

ており，真夜中等に厨房がほぼ使用されない時間帯が存在

した．そこで冬期においても厨房を使用する時間帯は変わ

らないと仮定し，厨房が使用されない時間帯のデータを用

いて推定を行うこととした．

図10はある世帯において，１）厨房稼動確率が10％以下

（夏期，中間期の平均値）の時間帯において，２）ガス給

湯器を使用しておらず，３）ガスファンヒータを使用して

いる時刻における，ガスファンヒータの電力消費量と世帯

全体の都市ガス消費量の関係を示したものである．計測間

隔である30分間の積算値を示している．但し，ガス給湯器

の稼働・非稼働については，当該時間におけるガス給湯器

の電力消費量計測値を基に判断した．図10より，両者間に

強い相関があることがわかる．そこでこの条件を満たす時

刻におけるガスファンヒータ iの電力消費量と，その時刻

の世帯全体の都市ガス消費量を線形式で近似したときの傾

きをαiとして，式（2）のようにガスファンヒータによる都

市ガス消費量を推定することとした．

Gi, h＝αiΣd（PDi, d, h－SPi）/ D …………………………（2）

但し，i：機器番号，d：日，h：時刻，Gi, h：機器 iの時刻h

における都市ガス消費量［Wh］，PDi, d, h：機器 iの日d，時刻

hにおける電力消費量［Wh］，SPi：機器 iの待機時電力消費

量平均値［Wh］，D：日数（28日）である．

表３ 各電気機器種・エネルギー種の設置前後の消費量

単位：［Wh/day］ 同一機器種で複数所有の場合は合計を示す． 空欄は非所有または未計測の機器． 「世帯全体」には照明等の未計測機器を含む
＊1：エアコン＋テレビ　＊2：パソコン

図９ 各世帯の操作回数とエネルギー消費量設置前後比

図10 ガスファンヒータの電力消費量と

世帯全体の都市ガス消費量の関係
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図11は世帯№７における世帯全体と暖房用の都市ガス消

費量の，期間Ⅰにおける平均日負荷曲線である．推定手法

の特徴から，毎日の各時刻における都市ガス消費量を正確

に推定するのは難しいと考えられるが，世帯全体の都市ガ

ス消費量を超えず，かつ時刻によっては類似の変動をして

いること，また朝晩の給湯需要等もこの図からは読み取れ

ることから，28日平均値であればある程度正確に推定でき

ると考えられる．

図12はECOISⅡ設置世帯における期間Ⅰ，Ⅱの１日あた

り暖房用エネルギー消費量である．10世帯平均で，約20％

の削減となった．但し，床暖房はガス給湯器により作られ

た温水で行われるため，風呂等の給湯需要と区別すること

は難しく，床暖房による都市ガス消費量の推定は行えてい

ない．ここでは床暖房以外の暖房用エネルギー消費量を示

している．また気温による補正は行っていないため，気温

の上昇によるエネルギー消費量の減少も含まれる．暖房用

電力消費量は全ての世帯において減少した．また暖房用都

市ガス消費量は世帯№８，９において増加した．図13は世

帯№９の居間における暖房機器の期間Ⅰ，Ⅱの平均日負荷

曲線である．ガスファンヒータについては電力と都市ガス

消費量の合計を示している．ホットカーペット＋こたつの

電力消費量が減少した一方，ガスファンヒータのエネルギ

ー消費量が増加しており，使用暖房機器の移行が見られる．

４．省エネルギー行動とその効果

本節では，世帯№１を例に取り，ECOISⅡの設置により

行われた省エネ行動と，それによる省エネルギー効果につ

いて分析した結果について述べる．世帯№１の各機器種に

おけるエネルギー消費量は表３を参照されたい．世帯№１

では所有するエアコンが９台であったため，エアコンセッ

ト１～３として，それぞれ３台ずつ同時に計測した．また

テレビ，電気ファンヒータ，ホットカーペットはそれぞれ

２台所有しており，各機器の電力消費量を計測している．

この世帯では暖房分を電力のみで賄うため，都市ガスは給

湯及び厨房のみである．計測，表示を行った機器のうち，

消費量が増加したものは電気ファンヒータ１とテレビ２の

２台のみであった．また，他の世帯と同様，特に暖房分の

削減量が目立つ．

図14に，期間Ⅰ，Ⅱにおける暖房機器の電力日負荷曲線

を示す．起床後から就寝時にかけて電気ファンヒータ１の

消費量が増加し，その他の暖房機器の消費量が減少してい

ることがわかる．この世帯では居間と食堂がつながってお

り，電気ファンヒータは２台ともこの部屋で使用されてい

たが，２台での使用を止め１台のみの使用にする日が多く

なった．またホットカーペットは２台ともほぼ使用されな

くなったが，聞き取り調査によると，カーペット自体の断

熱効果により，敷いているだけで暖かいことに気づいたた

め，電源を入れずに使用するようになったとのことであった．

図15は世帯№１の所有する電気機器の負荷持続曲線であ

る．但し，本論文での負荷持続曲線とは，各機器の評価期

間における30分ごとの電力消費量［Wh］を，30分間の平均

消費電力［W］に換算し，降順に並び替えたものを指す．

図15（a），（b）はそれぞれテレビ１及びテレビ２の負荷持続

曲線である．テレビ１は居間の36インチ型テレビである．

36W程度の待機時消費電力が観測された．テレビ２は食堂

の14インチ型テレビであり，待機時消費電力は観測されな

かった．テレビ２においては，電力消費量は３％増加して

いるものの，負荷持続曲線はほぼ変化していないことがわ

かる．一方，テレビ１においては視聴時間が10％程度（１

図11 都市ガス消費日負荷曲線（世帯№７，期間Ⅰ）

図14 暖房エネルギー消費の変化（世帯№１）

図12 暖房用エネルギー消費量の変化（２次エネルギー）

図13 居間の暖房使用状況の変化（世帯№９）
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日あたり約６分）低下しているが，電力消費量の減少はほ

とんど，待機時消費電力の削減によるものであることがわ

かる．この世帯においてはテレビの視聴時間の削減という

省エネルギー方策は取られず，非稼動時にコンセントを抜

くことによる待機時消費電力の削減という省エネルギー方

策が取られたことがわかる．

図15（c），（d）はそれぞれ電気ポットと高機能便座の負荷

持続曲線である．電気ポットでは設置後，煮沸時間はほぼ

変わらず，保温時間の減少による電力消費量の削減が行わ

れていることがわかる．また高機能便座では，運転モード

の切り替えによる消費電力の低下が見られた．これらの機

器での，保温時における消費電力は，IEA（International

Energy Agency）による待機時消費電力の定義12）には含

まれないが，待機時消費電力と同様に需要家が普段意識し

ない時間帯における電力の消費であるため，需要家がその

消費量を意識することにより，機器の使用法が変化したと

考えられる．

５．終わりに

本研究では，住宅におけるエネルギー消費情報を提供す

るシステムを構築し，そのシステムによる省エネルギー効

果を実測に基づいて分析した．主な知見は以下のようにま

とめられる．

１）情報提供システムの操作ログから，需要家が自宅のエ

ネルギー消費量に関心を持ち，９ヶ月以上にわたり情報提

供システムの操作が行われたことがわかった．操作回数は

世帯により大幅に異なり，定期的に操作する世帯と，日が

経つに伴い操作しなくなる世帯とがあった．操作回数は

［１日］，［10日］，［他の世帯との比較］，［以前との比較］

の順に大きかった．但し，世帯ごとの需要家端末の操作回

数とエネルギー消費削減量との間には明確な関係は見られ

なかった．

２）情報提供システム設置により，様々な機器で電力消費

量の削減が行われ，世帯全体のエネルギー消費量も削減さ

れた．世帯全体では，システム設置前の評価期間（期間Ⅰ）

と比較してシステム設置後の評価期間（期間Ⅱ）の電力消

費量が約18％（10世帯平均）減少し，都市ガス消費量が約

９％減少した．これは，システムを設置していない世帯に

おける，電力消費量約５％の減少，都市ガス消費量変動な

し（９世帯平均）とは明らかに異なり，システムの設置効

果があったと考えられる．

３）用途毎では，特に暖房用エネルギーの削減量が多かっ

た．稼働時間の削減等が行われ，結果として10世帯平均で

約20％の省エネルギーとなった．但し，床暖房によるエネ

ルギー消費量は明らかではないため，床暖房以外の電力，

都市ガスによる暖房消費量の削減率を示した．

４）特定の世帯に着目し，負荷持続曲線等を用いてエネル

ギー消費状況の変化を見た．その結果，暖房用エネルギー

機器やテレビ，電気ポット等の電気機器において省エネル

ギー行動が行われており，世帯全体として約20％のエネル

ギー消費量の削減が行われたことがわかった．

但し，期間Ⅱの平均外気温は期間Ⅰより0.9℃上昇して

おり，一般に冬期には気温の上昇に伴いエネルギー消費量

が減少することから，２），３），４）で示したエネルギー

削減率には気温の上昇によるエネルギー消費量の減少分も

含まれる．

なお，本研究は阪大フロンティア研究機構の環境システ

ムプロジェクト「環境低負荷型ユーティリティシステムの

創生」（プロジェクトリーダー　辻　毅一郎　教授）の一

環として行ったものである．計測調査に協力いただいた世

帯，ならびに大阪府和泉市の関係各位に謝意を表する．

図15 負荷持続曲線の変化（世帯№１）

（c）電気ポット （d）高機能便座

（a）テレビ１ （b）テレビ２
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